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第 5 章 地域環境通貨システムによる環境保全と地域振興への応用の検討 
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一般にエコマネーとも呼ばれる多くは地域通貨Ｂに分類され、名称通り環境改善活動
等のボランティア労働を明在化させる効果はあるが、ファンドの裏打ちが弱く、実効性






年度 研究題名 研究者 概 要 
1998 
Local Economic Trading 
Systems : Potentials for New 
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表１－７ ICT の 活用事例 
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一般的な人口 5 区分においては 65－74 歳を前期高齢者とよび 75 歳以上を後期高









して 15 年から 20 年ほど先んじて超高齢化が進んでいることなる。 
37.4
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1  札幌市 2  仙台市 3  千葉市 4 さいたま市 5 川崎市 6 横浜市 7  名古屋市 



























































































































































































「日本の環境首都コンテスト」においても平成 18 年（2006 年）より 2 年連続総
合第 1 位の認定をうけ、平成 20 年（2008 年）には国の環境モデル都市に選定さ
れるなど、環境都市としての認知をされるに至っている。 
 
1  札幌市 2  仙台市 3  千葉市 4 さいたま市 5 川崎市 6 横浜市 7  名古屋市 





































































市と北九州市が多い。ただし、北九州市は 2006 年 7 月より資源ゴミの分別回収を
開始しており、廃棄物による環境負荷は大幅に削減されている。具体的に分別回収
開始１年で 2004 年比 20％程度の削減がなされており、その後も年々減少傾向にあ
る。 










メディアパーク 17ha ミューズパーク 7ha 
タウンセンター 12ha スペースワールド 25ha 
アーバンレジデンス 5ha ベイフロントパーク 11ha 










































































































































































































































































































































































































































































































y = 2E-11x6 - 1E-08x5 + 2E-06x4 - 0.0002x3
















































































































































X1de = 10（X1-Xav）/ Xst + 50      式（2.1） 
Y1de = 10（Y1-Yav）/ Yst + 50      式（2.2） 
Z1de = －10（Z1-Zav）/ Zst + 50     式（2.3） 
A1 = XAwe×X1de+ YAwe×Y1de+ ZAwe×Z1de 式（2.4） 
X1de：コミュニティ 1 の鉄道圏カバー率の偏差値 
X1：コミュニティ 1 の鉄道圏カバー率の値 
Xav：鉄道圏カバー率の平均値、Xst：同の標準偏差 
XAwe：同の重み付け係数 
以下、 de、 av、 st、 Bwe は同じ意味 
Y：バス圏カバー率 Z：等高線密度 











 鉄道駅カバー圏率 バス停カバー圏率 等高線密度 
重み付け係
数 































































































K1de = －10（K1-Kav）/ Kst + 50      式（2.5） 
L1de = 10（L1-Lav）/ Lst + 50       式（2.6） 
M1de = 10（M1-Mav）/ Mst + 50       式（2.7） 
N1de = －10（N1－Nav）/ Nst + 50      式（2.8） 
B1=XBwe×X1de+ YBwe×Y1de+ ZBwe×Z1de+ KBwe×K1de + LBwe×L1de + MBwe
×M1de + NBwe×N1de 式（1.9） 
K：大型小売店舗距離 L：商圏カバー率  
M：道路平均幅員 N：郵便局距離 












































































1 辺が x [km]の正方形の山形と仮定する。こ












Ep = 0.001mgh   式（2.11） 





し、下り坂を降りるエネルギーは 0 と考える。すると、このコミュニティを x
軸方向に 1km 行ったときのエネルギー消費 Em[kJ/km]は式（2.12）で表せる。 
 

















らないとする。この数値を仮に k[回/台]とする。すると 1 世帯が大型小売店舗
まで自動車で往復するのに必要なエネルギーEc[kJ/世帯]は式（2.13）で表せる。 
 
Ec =2k×N×Em×xs   式（2.13） 
N：1 世帯あたりの自動車保有台数 [台/世帯] 
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① 専用決済端末が高価であること（１台 40 万円程度） 























































































さい数字ではないが、初期導入で 5 倍程度、ランニングで 6 倍程度の費用差が生じ
る。 
表３－２ 導入費用概算 
 内訳 ローカル管理 センター管理 
初 期 コ ス
ト 
センターサーバー 500 万円 500 万円
端末（10 台） 400 万円 150 万円
カード媒体 100 万円 5 万円
ソフトウエア開発 5,000 万円 500 万円
小計  6,000 万円 1,200 万円
ラ ン ニ ン
グコスト 
端末維持費 60 万円 60 万円
 通信費 6 万円 2 万円
 システム改造費 1,000 万円 100 万円
小計  1,066 万円 162 万円
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図３－４ e-yonde-PHS-one-dimensional の概観 
 
表３－３ e-yonde-PHS-one-dimensional 仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 



































































































図３－５ e-yonde-LAN-one-dimensional （e-yonde-Z）の概観 
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表３－６ e-yonde-LAN-one-dimensional（e-yonde-Z）仕様 
通信方法 LAN 回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 













































図３－６ e-yonde-PHS/LAN-Felica のオプション構成 
 
表３－７ e-yonde-PHS/LAN-Felica 仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線もしくは LAN 回線 






電源 AC アダプター（５V 2.3A） 
 
 







のコード 128 の制御ルールに則り、10 キーが命令コードを生成できる仕組みとし


















を実現して、初代の e-yonde シリーズの価格より低価格化を実現した。 
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図３－８ e-yonde-Ball （ RB-79 ）の概要 
 
表３－８ e-yonde-LAN-Felica-10key（e-yonde-Ball）仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線もしくは LAN 回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 
Felica カード（Suica，PASUMO，Edy，おさいふケイタイな
ど） 































































































































































































Ａ 消費削減       Ｂ 資源回収、適正廃棄 
Ｃ エネルギー投入量削減 Ｄ 環境改善行動 
Ｅ 環境教育参加     Ｆ 地域づくり、まちづくり参加 







そ直径が 60cm の円の形）の木をイメージしており，この木は 1 年間に約 1.8kg の
二酸化炭素を吸収すると仮定している１）。 

















この葉が 10 枚 
集 ま っ た 枝 と















木 々 が 集 ま っ
た 林 冠 の 面 積
が １ ０ ０ ㎡ の
森では 
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3.3 取引システムの応用方法の検討 
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河合素直・寄本勝美・縣公一郎（2002）Building of a Recycling Society as the 














て．第 16 回廃棄物学会研究発表会講演論文集Ⅰ， 164-166． 
吉田賢一・永井祐二・寄本勝美・寺島信義・武山尚道（2004）地域環境通貨（LEMS）





































第 4 章 北九州市における地域環境通貨システムの適用と評価 
     ～北九州市民環境パスポート事業の実証実験について～ 







































































環境パスポート事業は、 2004 年 12 月 1 日から 2005 年 2 月 28 日の３ヶ月間実
施された本実証実験では、参加者 1,127 人、本格実施は 2006 年 11 月から行われて


























































































プ ロ グ ラ ム
名 
活動の説明 発行レート 運営団体 
資源回収
 





する自 動 回 収 機 を設 置 。
空き缶またはペットボトルを
1 本 回 収 するごとに1 枚
「回収カード」を発行。 































































































廃 油 石 鹸
づ く り 講 座







キ ッ ズ ボ ッ
ク ス （ 自 然
工作教室） 












参 加 型 家
具 の 修 理
実演 
 
捨 てられた家 具 を職 人 が
修理。 









遊 ん で 学
















シ テ ィ フ ァ
ー ム ： 土 づ






























八 幡 東 田
ま ち づ く り





























グリーン コ ン シ ュ ーマ ー
 















紙 の 有 効
利用 
社 内 でできる日 々の環 境























古 紙 分 類















地 域 清 掃
活動 
学校の周辺を清掃。 参加1 回につき 
10 ポイント 
自治会、町会 













備 枝 光 地 区
広 場 整 備


























エ コ ク ラ ブ
活動 









































































































































スペースワールド入場料 スペースワールド 入場料おとな1,000 円/こども
500 円を100 ポイント/50 ポン
ント 






光タクシー 10 ポイントで100 円相当分の
チケットと交換 
ケーブル運賃 帆柱ケーブル 10ポイントで片道運賃 
飲食 飲食代割引 千草ホテル 30ポイントで300 円割引 
飲食代割引 北九州八幡ロイヤ
ルホテル 












商品割引（文房具） 加来文機（文具店） 10 ポイントで100 円割引 





















図書券との交換 80 ポイントで500 円分の図書
券と交換 








15 ポイントで10 枚 






小国町エコツアー 10 ポイントで1 口応募当選者
数は5 人 
早稲田界隈エコツアー 10 ポイントで1 口応募当選者
数は1 人 
愛知万博入場券 10 ポイントで1 口応募当選本
数は10 本 





















































































































































































アンケート（有効アンケート数 316 件）、本格実施における 2008 年 2 月におこなっ
たアンケート（有効アンケート数 204 件）の結果を元に分析した。 
なお、地域環境通貨の取引データは実証実験の 3 ヶ月のポイントを分析しており、













































































4 環境ミュージアム 各種イベント 
5 環境ミュージアム見学 
6 環境ミュージアムサポーター活動 
















































1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
希望ポイント 26 29 31 41 30 40 38 41 35 42 44 34 
実際ポイント 5 5 10 30 2 5 30 40 30 30 30 20
実行容易度 2.93 3.02 3.65 3.35 3.33 3.56 3.53 3.43 3.71 3.77 3.35 3.56
環境配慮性 0.57 0.5 0.24 0.16 0.12 0.05 0.05 0.12 -0.10 -0.10 0.10 -0.20
プログラム
No. 
13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
希望ポイント 40 46 20 20 29 34 42 37 50 55 28 
実際ポイント 10 30 2 2 5 15 30 5 30 30 5 
実行容易度 3.61 3.56 3.01 3.09 3.55 3.7 3.64 3.31 3.07 3.25 3.76 







































































































































ム 単位 削減量kg-CO2 算出根拠 


















































































































た線形（ y = 963.7x - 2166.5 ）を作成する。これら２つのメニューに対する年
間標準ポイントを基準に、全メニューの年間標準ポイントを設定する（図４－１４）。 
なお、年間 ELP 削減量と年間取得ポイントの比は、年間取得ポイントの平均値と
年間 ELP 削減量の平均値の比がおよそ 131 だったことより決定した。 
このとき、環境負荷の数値である ELP 削減量と標準ポイントは整合がとれていな
















































































プログラムメニュー名 年間取得ポイント 年間実施回数 標準ポイント 
空缶・ペットボトル回収 383+964 383 個/人  1+3ｐｔ/個  
古紙回収 412+964 240kg /人  2+4pt/kg 
地域清掃 888 48 回/人  19ｐｔ/回  
環境ミュージアム見学 1043 48 回/人  22ｐｔ/回  
環境ミュージアム各種イベント 1063 48 回/人  22ｐｔ/回  
地域イベント参加 1063 48 回/人  22ｐｔ/回  
マイバック・ノーレジ袋 1141 156 枚/人  7pt/枚  
ペットボトルワークショップ 1141 48 回/人  24pt/回  
エコライフプラザワークショップ 1238 48 回/人  26pt/回  
アイドリングストップ運動 1257+964 365 回/人  3+3pt/回  
サポーター活動・観劇・セミナー 1267 48 回/人  26pt/回  
子供エコクラブ活動 1315 48 回/人  27pt/回  
ノーマイカーデー 1345+964 48 回/人  28+20pt/回 
カーシェアリング 1403 120 回/人  12pt/回  
シティファームワークショップ 1413 48 回/人  29ｐｔ/回  
オーガニックメニューお食事 1461 48 回/人  30pt/回  
のうみ農園体験 1471 48 回/人  31pt/回  
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• ～97 位（上位 100 人）  ポイント 260～ 有効アンケート数 61 
• ～197 位（上位 214 人） ポイント 150～ 有効アンケート数 65 
• ～296 位（上位 300 人） ポイント 80～  有効アンケート数 50 
• ～392 位（上位 403 人） ポイント 40～  有効アンケート数 59 
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0 20 40 60 80 100
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   図４－１７ アンケート結果② 
 
ただし、実証実験では情報発信を Web サイトでの配信と紙ベースの配布物で行っ
たが、アンケートによると、Web サイトでの情報閲覧は参加者の 2 割程度にとどま













ことは理解でき、2004 年当時、高齢化の進む八幡東田地区で Web サイトでの情報
発信は時期尚早という意見ももっともであった。しかし、これからの議論として総
務省情報通信政策局の通信利用動向調査報告書世帯編ではパソコン普及率は 2011






































































































































































展開をふまえ、第 6 章でも改めて行う。 
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第 5 章 地域環境通貨システムによる環境保全と地域振興への応用の検討 

























































































































































た。また、参加店舗は 21 店舗となり、そのうちの 8 店舗にシステム端末を導入し
 - 135 -
た。 
個別の３R促進事業として、「空き缶・PETボトルの分別回収」（のべ281回）、「弁
当容器のリサイクル」（のべ 50 回）、「リサイクルワークショップ」（のべ 88 回）、
「マイ箸」（のべ 34 回）の各取り組みを実践した。 
本事業による二酸化炭素排出削減量は合計で約 193kg であった。これを木の二酸
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表５－１ 豊島環境通貨の評価軸検討案 














































































































































































場所 付与 利用 導入機器 取引媒体
北九州市
複数拠点 複数拠点 シール台紙 シール紙幣
単一拠点 単一拠点 簡易決済端末 IDシンボルカード




小菅村 複数拠点 単一店舗 簡易決済端末 ID紙幣
豊島 単一拠点 単一拠点 簡易決済端末 IDシンボルカード










































































 - 146 -
 
稲毛屋 
参加形態 ： ノーレジ袋 
       レジ袋回収  




参加形態 ： マイ箸  


























環境パスポートにおける生ゴミリサイクルの取り組みは、2006 年 10 月から




で 300 ポイントのインセンティブを付与していることから、のべ 50,000 回程度
の生ゴミの持ち込みがあったことになる。 
環境負荷削減効果としては、一行動あたりの削減量を 310g-CO2 と評価してお
り、これは全体で 15.5ｔ-CO2 の削減に相当する。 








新宿エコ自慢ポイントにおけるマイバッグ促進の取り組みは、2008 年 8 月か
らの取り組みで、2010 年 5 月現在も実施中である。2010 年 3 月現在、参加者登
録総数は 507 名で、流通したポイントは、15,161 ポイントであり、のべ 15,161
回のマイバッグの利用の持ち込みがあったことになる。 
環境負荷削減効果としては、一行動あたりの削減量を 34g-CO2 と評価しており、
これは全体で 0.52ｔ-CO2 の削減に相当する。 


















年 1 月からの取り組みで、2010 年 5 月現在も実施中である。2010 年 3 月現在、
参加者登録総数は約 3,000 名で、流通したポイントは 2,866,608 ポイントであっ
た。1 回の乗車あたりの付与ポイントはバスでは平均 0.93 ポイント、路面電車
では 0.60 ポイントと推定されており、のべ 187 万人回の乗車に対して付与され
たことになる。環境負荷削減効果としては、１ポイントあたりの削減量を




資は交通事業者が 2009 年度の原資として 100 万円を提供している。 
この原資として提供された額を、乗車した市民のインセンティブととらえると、
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の製造から廃棄に至る過程を LCA 評価する。 
われわれの評価では、レジ袋の 1 枚を 10ｇとした場合、製造 15.6ｇ-CO2/枚、









電車・バスに１ｋｍ乗車した場合、それぞれ 0.152kg、0.094kg の CO2 削減効果が





個人の CO2 排出量は増加する。 
 
表５－４ 旅客輸送機関の二酸化炭素排出原単位（平成 12 年度）  
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マイバッグ 20回で50円割引 2.5 
生ｺﾞﾐﾘｻｲｸﾙ 5000PTで500円の有料ゴミ袋 30 







空き缶・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙ（足立区） 10回で4円の割引 0.40 
環境家計簿 （横浜市） 電力消費量６％の削減が実現すると仮定1回で1ｐｔ 特典商品から換算 75






３R の取り組みは、 CO2 削減効果はあまり大きくないが高いインセンティブが付
与されており、逆に交通系や省エネ系の取り組みに対しては CO2 削減効果が期待で
きるにもかかわらず比較的インセンティブが小さくなる傾向が見られる。特に CO2
削減効果を経済的インセンティブの費用対効果で示す CO2 価値でみると、 CO2 一





























円/回 （ｇ/回） （回） （kg/ 年） （円/ kg）
北九州市
マイバッグ 2.5 34 365 12.4 73.5
生ｺﾞﾐﾘｻｲｸﾙ 30 310 104 32.2 96.8





バス 0.32 930 0.35
空き缶・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙ 0.40 98 365 35.8 4.1
環境家計簿 75 19,350 12 232.2 3.9







は 2008 年のアルミ缶・ペットボトルそれぞれの平均消費量で案分して算出する 
＊２ 環境家計簿の記載により家庭の電力消費量の６％の削減がなされたとする（2010 家庭用エネ
ルギーハンドブック／（株）住環境計画研究所住環境計画研究所の推計による） 
＊３ 20 インチのブラウン管テレビを３７Ｖの液晶テレビに買い換えたとし、20,000ＰＴで 20,000
円の金券に換える、さらにこれを 10 年使うと仮定する（2008 年に発売された複数台の液晶テレ





将来的な二酸化炭素クレジット価格が 2005 年の約 30$/ｔから 2010 年の約 10$/
ｔとなっているが、Bloomberg New Energy Finance の見込みに拠れば、各国で排
出量課徴金が導入されることで、市場が活性化し 2020 年には約 60$/ｔに変化する
と仮定し、CO2 価値 6 円/kg として取り組みごとの CO2 削減量から想定される CO2
価格を示す。また、アンケートによる希望ポイントと実行容易度の数値を併記する。
アンケートは、環境パスポート事業で 2005 年 3 月（有効アンケート数 316 件）、2008












































































購入 エコ商品購入 ― 12.6 72 1200 1.0 86,400 1.1





カーシェアリング 3.70 4174 1 762 15.5 11,829 3.2
サイクルシェアリング ― 5494 1 2808 15.5 43,589 15.4
電車への乗り換え 3.64 3515.4 300 900 15.0 4,063,392 949.2
電車の利用 ― 3515.4 300 1344 5.0 2,016,000 1,417.4
バスの利用 ― 1869.6 300 498 5.0 747,000 279.3
電動バス利用 ― 307.3614 365 66 10.0 240,000 7.4
乗り合いタクシー ― 126 365 271 10.0 990,000 12.5
３R行動
レジ袋 2.05 34 200 2400 2.5 1,197,360 16.3
生ごみリサイクル 2.65 310 104 300 7.2 225,529 9.7
空き缶・ペットボトル 1.93 98 288 600 1.5 267,443 16.9






緑化活動 2.21 ― 12 50 3.8 2,254 ―
植林活動 2.21 ― 2 50 3.8 376 ―
森林保全 2.21 ― 4 50 3.8 751 ―
里山保全 2.21 ― 6 50 3.8 1,127 ―
環境教育 2.47 ― 200 24 5.8 27,880 ―
地域活動
・環境保全
清掃活動 2.21 ― 2 100 3.8 751 ―
清掃活動（町会） 2.21 ― 120 30 3.8 13,525 ―
シンポジウム、講演会 2.47 ― 24 30 5.8 4,182 ―
10,328,011 3,097.3
2011年10月のEU排出件取引 1円/kg-CO2 3,097,321
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表５－７に改善行動と行動頻度および CO2 削減効果の関係を整理するが、行動頻






































処理日 内容 ポイント 負荷削減
090930 ノーレジ袋活動参加 570PT 570kcal

















































 - 161 -
所属
年月
小計 総計2009年10月 2009年11月 2009年12月
高知県庁 6,145 5,591 5,761 17,497 59,903
高知市役所 4,234 3,879 4,023 12,136 39,516
高知地方裁判所 767 655 672 2,094 7,762
高知県警本部 580 481 535 1,596 6,055
高知公共職業安定所 407 402 386 1,195 4,061
四国銀行 2,652 2,342 2,589 7,582 27,354
高知銀行 2,411 2,164 2,402 6,977 23,155
野村證券 824 740 742 2,306 7,150
損保ジャパン 571 455 519 1,545 4,845
四国労働金庫 432 372 437 1,241 3,737
郵便事業 439 420 462 1,322 4,331
高知大丸 3,235 3,074 3,159 9,467 32,648
四国電力 2,408 2,143 2,147 6,698 22,024
NTT西日本高知グループ 1,099 951 960 3,010 10,799
高知新聞社 435 423 411 1,269 4,714
四国管財 415 422 439 1,276 3,705
小計 27,655 24,994 26,195 78,844 275,440
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5.3 地域環境通貨の地域振興への効果の検証 
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表５－８ 街の構造と交通系対応メニューおよびその他の対応メニュー 
コ ミュ ニ ティ の特徴
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表５―１０ コミュニティ特性に合わせた運用の検証 






















































































































































































































を使用した場合の輸送距離を考慮にいれた CO2 排出量の比較である。 
1 食 1 人あたりの CO2 排出量は大きくないが、海外産のものは地元産に比べて約















中国 フィリピン アメリカ 静岡 鹿児島
宮崎 四万十 北川村 高知港
図５－２５ 地産地消による CO２削減量 
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第 6 章 地域環境通貨システムの導入と定着に関する政策設計の提案 
















 第 1 に、地域環境通貨システムを地域の合意形成の中で導入し、これを拡充さ
せていく政策設計の提案を行う。段階的に導入メニューを増やしていく方法や、
地域における地域環境通貨の原資を増強し拡大していく手法の提案を行う。 
 第 2 に、実施された地域環境通貨システムから、特定の取引メニューの取り組
みを、インセンティブ手法から次の政策に展開する手法を提案する。 
 
6.1  地域環境通貨システムの拡充における政策設計の提案 
北九州市における環境パスポート事業では 112 の取引メニューが用意された。

































































































































エコ自慢ポイントでは 2008 年 10 月の導入当初、レジ袋の削減の取り組みを対
象としてポイントを付与する仕組みを構築した。その後、約 2 年を経て 2011 年
5月より区の運営する日用品のリサイクル施設でのリサイクル品購入に際しての
ポイント付与を対象とし、さらに同年 7 月からは、節電ポイントとして、家庭の
電力使用量の昨年度比の 1 kWh ＝1 ポイントでポイント付与を行っている。 















































































 図６－３ 原資の拡充方法の類型 
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地域環境通貨 
による効率化分 
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し、その時の辞退率 PNi を推定する式（6.1）。 
 
                              式（6.1） 
 
ここで i は、式（6.2）のように分類した世帯ごとに、辞退率 PNi を推定する。 
 
 
                              式（6.2） 
 
また、実施世帯数 HN を式（6.3）にて算出する。ただし、di, ei は反応パラメ
 - 193 - 
 
ータでありアンケートから決定している。HS1 は 1 日当たりの 1 加盟商店街利
用世帯数である。 
これらを加算したものが、レジ袋辞退の実施世帯増加数 HΔN 式（6.4）となる。 
 
                              式（6.3） 
 
 




HΔS 1 加盟商店街利用世帯増加数/日 
NS 加盟商店街数 








































































































































































1.25～2.5 円のシールポイントを付与しており、事業開始 3 年目の成果報告で、




は概ね 2.5 円／枚のインセンティブで、最大でも 30％程度の辞退率を実現した
という事例が多い。 
一方、③の有料化の効果として、環境省では、平成 20 年 4 月 30 日の「改正容
器包装リサイクル法施行 1 年における全国でのレジ袋削減に係る取組状況につ
いて」で、以下のように述べている。 
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スポートの概念を引き継ぎ、2010 年 3 月より電動アシスト自転車を用いたサイ
クルシェアリングの事業を八幡東田地区において 3 ヶ所、合計 26 台の電動アシ
スト自転車を導入し、これと共に会員組織を対象としたポイントシステムを導入
している。 











小川竜一, 鈴木広人, 後藤允, 田畑智章, 大野高裕: “北九州市エコマネー導
入による環境配慮行動促進システムに関する研究”, 日本経営システム学会誌, 
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告ができませんでした故  寄本勝美先生。皆様に深く御礼申し上げます。  
 
株式会社早稲田総研イニシアティブの山田晃久様、井原雄人様ほか同僚の方々に
はさまざまお知恵をいただき、また助力をいただきました。特に地域への出張の際
は、愛猫の面倒を見てもらうなど多大なご迷惑をおかけしました。この場を借りて
感謝とお詫びを申し上げます。  
  
 最後に、故郷の両親に、ようやくの学位取得で大学生活に一つの区切りがつきま
したことを報告しますとともに、長年にわたり支えて下さったことに感謝します。  
